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　本研究は，教育と政治の関係性及び教育政策の有り様を捉える具体的素材として，「公私における切磋琢磨」に着目し，
その策定プロセスと関係者の認識を明らかにした上で，「公私における切磋琢磨」の推進方策について検討することを目
的とする。
　2008（平成 20）年 2月に橋下知事が誕生して以降，2009（平成 21）年には「全国学力・学習実態調査」の結果を受けて，
橋下知事は「教育非常事態宣言」を行った。それ以降，橋下氏独特の発信力により次々と教育改革を打ち出した。橋下
教育改革は，新自由主義的色彩が強く，競争原理の導入を強く打ち出したものである。この流れの中で示された「公私
における切磋琢磨」という教育政策に対して，学校現場の校長はどのような意識を有しているのだろうか。この点を明
らかにするために，府立高校校長（以下「府立校長」）と私立高校校長（以下「私立校長」）に対する質問紙調査を実施
した。その結果，「『公私における切磋琢磨』は推進すべきだが，その教育政策は進んでいない」という点で，両者の見
解は一致した。この点を踏まえて，府民目線での情報提供，公平・公正な生徒獲得競争の展開，府立高校・私立高校間
の施設財務面の格差是正，校長のリーダーシップという観点から政策提言を行った。
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Ⅰ　問題の所在と研究の目的
　今日，教育と政治の関係が議論を呼んでいる。大津市
のいじめ事件をきっかけに，旧来の教育委員会の弱点
が全国に露呈した。大畠（2016）によれば，以前から，
教育委員会制度は，そのシステムの複雑さから，地域に
対する教育の責任者は誰なのかという点が曖昧である
とされてきた。事件を契機に地方教育行政の組織及び
運営に関する法律（以下，地教行法）の改正が行われ，
2015（平成 27）年 4 月から施行された。法改正に伴う様々
な改革のうち，「教育委員長と教育長を統合し，教育委
員会の最高責任者が明確になったこと」と「首長の権限
が強化されたこと」が特に注目される。
　一方，大阪府・大阪市においては，2008（平成 20）
年 2 月の橋下知事誕生以来，大阪の教育に関して，首長
及び大阪維新の会の議員から様々な問題提起がなされ
続けた。その象徴的な存在として，2012（平成 24）年
3 月に制定された大阪府立学校条例・大阪府教育行政基
本条例がある。まさに教育と政治の関係において，首長
が政治的指導力を発揮すればどのようなことが生起す
るかを示したものと言えよう。地教行法の改正により首
長の教育行政への関与は制度的に可能になり，今後教育
に積極的に関わろうとする首長が今まで以上に現れる
ことが予想される。教育行政が首長・議会を中心とする
政治とどのように連携し，地方自治体の教育行政を担っ
ていくかが問われている。
　改正地教行法では，首長と教育長・教育委員の協議
のもと教育大綱が策定される。教育大綱のもと，首長・
教育委員会がそれぞれの立場で教育行政を担っていく。
一方，教育基本法第 17 条の 2 項では，自治体は「その
地域の実情に応じ，当該地方公共団体における教育の振
興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努
めなければならない」とされている。総合教育会議で策
定される教育大綱と教育委員会が策定する教育振興基
本計画が無関係であってはならないことは自明であり，
教育振興基本計画には教育大綱で意図するものが具体
的計画として反映されなければならない。従って，教育
と政治の関係性がより具体的に現れてくるのは，自治体
が定める教育振興基本計画ではないかと考える。その点
から，筆者が所属する大阪府の教育振興基本計画（2013
（平成 25）年 3 月策定）を見た時，10 ある基本方針の中
で，他の都道府県にはない特徴的で異彩を放っていると
解せられる基本方針 2「公私の切磋琢磨により高校の教
育力を向上させます（以下，「公私における切磋琢磨」）
が注目される。そこで本研究では教育と政治の関係性及
び教育政策の有り様を捉える具体的素材として，「公私
における切磋琢磨」に着目し，その策定プロセスと関係
者の認識を明らかにした上で，「公私における切磋琢磨」
の推進方策について検討することを目的とする。（注 1）
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Ⅱ　大阪の教育の現状と課題―「教育改革」と「教
育破壊」―
1．橋下知事誕生以降の大阪の教育
　2008（平成 20）年 2 月に橋下知事が誕生した。2009（平
成 21）年には「全国学力・学習実態調査」の結果が全
国最低水準であったことを受けて，「教育非常事態宣言」
を行った。それ以降，橋下氏独特の発信力により次々と
教育改革を打ち出した。2011（平成 23）年 8 月末，大
阪維新の会の大阪府議会議員（以下，府議）から「大阪
府教育条例」が提出され，教育委員会との激しい議論の
中で教育条例として 2012（平成 24）年 3 月に制定され
るに至った。橋下教育改革は，新自由主義の色彩が強く，
競争原理の導入を強く打ち出したものである。2011（平
成 23）年 12 月に大阪市長に就任した後も，友人で弁護
士の中原氏が府教育長に就任したことで，維新の教育改
革は進んだ。その象徴的なものが，2013（平成 25）年 3
月に制定された「大阪府教育振興基本計画」における「公
私における切磋琢磨の推進」である。この教育改革につ
いて，二つの立場からの評価がなされている。以下では，
その代表として上山他（2015）と志水（2012）を取り上げ，
検討を加える。
2 ．NPMの立場からみた大阪の「教育改革」
　上山・紀田（2015）の「第 7 章　学力向上に向けて教
育を抜本改革」（上山執筆）を題材に，ニューパブリッ
クマネジメント（以下，NPM）の立場からみた大阪の
教育改革の特徴を検討する。
（１）上山の橋下改革についての評価
　橋下改革の中でも教育問題は，焦眉の課題であったと
上山は強調する。橋下知事は，2009（平成 21）年 9 月に「教
育非常事態宣言」を発し，大阪の教育の問題点は教育制
度にあるとした。つまり，旧法化での教育委員会制度で
は，現状肯定型のマネジメントが行われ，改革に向けた
リーダーシップが発揮されないとした。そして，改革の
基本的な方向として，①教育現場への支援，②学校レベ
ルの経営の改革と競争原理の導入，③教育行政制度の改
革を打ち出した。橋下改革の根本的な考え方は，第一に，
教育の機会均等の保障である。上山は，「活力ある社会
をつくるためには，個々人が切磋琢磨して競争する環境
づくりが大事だ。しかし，スタートラインの教育のとこ
ろは機会均等であるべきだ（p.105）」と述べる。第二に，
学校間の競争の促進である。上山は，「究極の学校間競
争は生徒の獲得をめぐる競争である（p.105）。」と述べる。
（２）「上山の橋下改革への評価」に対する評価
　橋下知事・市長の間に様々な教育改革が行われ，その
後，国の施策として打ち出されたものが多く存在する。
以下，いくつか挙げる。
① 大阪維新の会の「教育基本条例」で，教育目標の設
定に関して首長が教育政策に関与することを求め
たが，改正地教行法では総合教育会議での教育大綱
の制定として実現化した。
② 経済的理由により私立高校への進学を断念せざる
を得ない中学生・保護者への援助として開始した授
業料援助の取組も，就学支援金制度として定着して
いる。
③ 教師の多忙化解消のために大阪市で導入された
NPO の部活動への参入についても文部科学省が政
策化することとなった。
　このように見ると，数々の話題を提供した橋下知事・
市長であるが，先進的かつ先駆的な面が多々あることを
認識しなければならない。次に取り上げる志水（2012）
の中でも，橋下知事の実際の行政マネジメントは，マス
コミが流布するような強権的でないことを教育委員会
幹部の証言を受けて，次のように記述している。
　「最初はドカーンとアドバルーンをあげるけれど，
ちゃんと聞く耳を持ち，旺盛な学習意欲でさまざまな
ことを吸収していく。そして，是々非々の議論をたっ
ぷり行ったあとは知事としての決断をし，大事だと思っ
たところにはこちらが驚くほどの大きな予算をつけて
くれる。概略，そのような趣旨の話をうかがうことがで
きた（p.27）」
　一方，当初「教育非常事態宣言」まで出し，大阪の教
育の問題点として重要課題とした学力問題については，
上山も「この努力が学力向上として表れるまでには，ま
だまだ時間がかかる（p.107）」とその成果が不十分であ
ることを認めている。それでは，何のための教育改革で
あったのか？自らが行いたい競争原理の導入・新自由
主義的な施策の推進だけならば，「教育の中立性」を擁
護する立場からの批判は免れない。さらに，上山は「究
極の学校間競争は生徒の獲得をめぐる競争である」と指
摘しているが，学区撤廃，授業料の無償化という生徒・
保護者が自由に選べる土台を構築しただけで，施設・設
備，受験制度等について手つかずの状態では，「府立学
校潰し」という現場の声が上がるのも当然である。
3 ．「教育の中立性」からみた大阪の「教育破壊」
　次に，志水（2012）による「教育の中立性」を擁護す
る立場からの橋下改革の評価について，検討を加える。
（１）志水の大阪の教育の捉え方
　志水は，大阪の教育の問題点にあえて触れず，「『でき
る子を伸ばす』という意味での『卓越性』よりも，『す
べての子の教育を保障する』という意味での『公正』原
理の追及を重視する考え方（p.52）」が大阪の教育の良
さと指摘する。大阪には，部落問題，在日朝鮮人問題，
障がい者問題等の社会的マイノリティーに対する伝統
的な取組があり，その問題に対する教育に特色がある。
その上で，「『力のある学校』のスクールバスモデルが『大
阪という土壌のなかでじっくりと育てあげられてきた
「美風」』（p.55）」であると主張する。
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（２）志水の橋下改革への評価
　大阪が今まで積み上げてきた教育を「美風」と評価
する志水にとって，橋下改革は，大阪の教育の「破壊」
でしかない。「志は，自分と周囲の人々，そして広くは
社会全体の幸福に資するものでなければならないはず
が，大阪都構想や本書の主題である教育基本条例案を
みるかぎり，氏の価値観や幸福感には大きな偏りがあ
ると指摘せざるを得ない（p.2）。」と手厳しい。そして，
橋下改革の定義を「それは，『無反省な新自由主義』と
『むき出しの新保守主義』が合体したものだと位置づけ
ることができる（p.56）。」とする。志水は，橋下改革で
大阪の教育が失われつつあるものとして，「大阪の先生
のやる気（p.58）」「学校の自由闊達さ（p.58）」「子ども
たちの学び（p.59）」を指摘し，大阪の教育に対する危
機感を募らせる。
（３）「志水の橋下改革への評価」に対する評価
　このように，志水は，橋下改革以前の大阪の教育が積
み上げてきた「泥臭い教育」を賛美し，橋下改革＝「破
壊」と捉える。しかし，全国学力・学習状況調査では，
大阪は未だに全国最低水準に位置している。この点につ
いて，志水は一切言及していない。志水が推奨する「ス
クールバスモデル」が「力のある学校」のモデルならば，
その実績を積み上げてきた大阪こそが全国学力・学習状
況調査で成果を残さなければならない。仮に，志水が主
張する「力のある学校」が成果を上げているとしても，
なぜその成果が大阪府全体の教育政策として波及して
こなかったのか，この点を教育政策の立場から検証すべ
きであろう。志水は，大阪の「公正性を重視する教育」
を積み上げてきた成果を強調するあまり，大阪の教育の
硬直性を見逃している。この硬直性は，現在進められて
いる高大接続改革に対する対応にも現れており，未だ大
阪府教育庁はこの改革に対する具体化の方針を打ち出
せないでいる。こういった点からも志水の主張は，バラ
ンスを欠いていると言わざるをえない。
　さらに，志水は，「教育基本条例等」について「教育
の中立性」という視点で批判するが，大阪維新の会と教
育委員会及び教育委員会幹部とのやり取りについて，次
のように考えれば教育と政治との関係性の好モデルに
なるのではないか。すなわち，教育に関して素人集団で
ある首長または議員からの問題提起を，専門集団である
教育委員会及び教育委員会事務局が受け止め，問題点を
整理し，より現実的な政策として実現したということで
ある。改正地教行法のもとでは，首長が教育に関与する
ことが法的に認められており，「教育の中立性」という
立場から批判を行っているだけでは済まされない。今回
の教育基本条例をめぐる首長および議員と教育委員会
とのやり取りを教訓化し，教育と政治の関係性を整理・
検討することこそが重要である。
4 ．教育振興基本計画の策定過程と施策の現状
　橋下改革を推し進める大阪維新の会の主張は，競争主
義の導入を目指すものであったが，大阪府教育振興基本
計画審議会では，「公私における切磋琢磨」は「セーフ
ティネットの整備」という論点で議論をされ，新自由主
義的な要素は薄められている。その一方で，以下の通り，
「公私における切磋琢磨」を行う上で重要な視点も述べ
られている。
① 税金を投入する限り，私立高校の「プライベート」
な側面よりも「パブリック」な側面を強調すべき点。
② 公立高校よりも私立高校のほうが，情報公開が遅れ
ている点を踏まえ，公私共に統一した尺度で情報を
提供することが必要な点。
③ 私立高校に比べ府立高校の施設設備が貧弱な点。
　ところが，このような指摘はその後の施策にほとんど
反映されることがなかった。また，2016（平成 28）年
1 月，松井知事は府立学校を管理指導する府教育委員会
に私立学校も所管させる組織改編を行い，「教育庁」の
発足を提案した。当初は，教育委員会の下に府立高校，
私立高校を一元的に管理する方向で検討を行っていた
が，私学側が「私学の独自性が損なわれる可能性があ
る」として懸念を表明したため，「知事が所管している
私立の幼稚園から高校までに関する業務を教育長個人
に委ねる」組織再編を行い，2016（平成 28）年 4 月より，
大阪府教育庁が発足することになった。
　2017 年（平成 29）年度の教育方針では，教育振興基
本計画に沿って 10 のテーマが示されたが，【テーマ２】
の「公私における切磋琢磨」と言う文言だけが消えた。
審議過程から政策実行過程をみると，この「公私におけ
る切磋琢磨」の推進については，従前の「泥臭い大阪の
教育」を是とし公正性を重視する勢力が，新自由主義政
策を推進することを「良し」とせず，施策の推進をサボ
タージュしているように見えるのは，穿った見方であろ
うか。
Ⅲ　「公私における切磋琢磨」に対する学校長の認
識
　それでは，「公私における切磋琢磨」に関して，関係
者はどのように認識しているのだろうか。この点を明ら
かにするために，2017（平成 29）年 6 月下旬から 7 月
上旬にかけて，ステークホルダーである府立校長，私立
校長，そして府民の代表として府議を対象とするアン
ケート調査（無記名式，郵送調査法）を実施した。対
象数・回収数・回収率は，府立校長：206・55・26.7%，
私立校長：103・25・24.3%，府議：85・5・5.9% であった。
府議は回収数が非常に少なかったため，分析対象から除
外した。調査項目は，「公私における切磋琢磨」に関す
る，①認知度，②現状認識，③影響，④政策推進の是非，
⑤私学課を組み込んだ教育庁の発足による推進の 5 点で
ある。選択肢は，①は，4 段階，②～⑤は 4 段階に「5．
わからない」を加えた 5 段階であった。分析段階では，
「5．わからない」は除外し，各項目における平均値（1
～ 4）を算出した。本稿では，3.0 以上を肯定的回答（肯
定感）と捉える。なお，分析結果に関する考察にあたっ
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ては，調査において回答を求めた自由記述データを適宜
引用する。
1 ．「公私における切磋琢磨」に対する認知度
　まずは，「公私における切磋琢磨」の内容についての
認知度を確かめるために，「2013（平成 25）年 3 月に策
定された大阪府教育振興基本計画の第４章 基本方針２
に『公私における切磋琢磨により高校の教育力を向上さ
せます』と記載されています。あなたはその内容につい
て知っていますか？」と問うた。選択肢は，「４．よく知っ
ている　３．まあまあ知っている　２．あまり知らない　
１．全然知らない」である。結果を示したものが表 1 で
ある。
　府立校長は，3.02 と肯定感が高い一方で，私立校長
は 2.67 と肯定感が低い。統計的検定の結果 10％水準で
有意な差が認められる。府立校長ほど，私立校長におい
てこの政策の認知度は進んでいない。
2 ．「公私における切磋琢磨」に対する現状認識
　次に，「公私における切磋琢磨」の現状認識を確かめ
るために，「『公私における切磋琢磨』という基本方針を
実現するために，大阪府の教育行政施策はどの程度進ん
でいると思いますか？」と問うた。選択肢は，「４．進
んでいる　３．まあまあ進んでいる　２．あまり進んで
いない　１．進んでいない　０．わからない」である。
結果を示したものが表 2 である。
　府立校長では，「1．公私トータルでの就学機会の確保」
が 3.08 で肯定感を示した以外，3.0 を下回った。府立校
長の評価が厳しいことがうかがえる。特に，「11. 計画
的な施設整備の推進」が 1.46，「3．公私が切磋琢磨す
るとともに，連携・協力して教育の質を高める取組（人
事交流・合同研修等）」が 1.91 と特に低かった。前者に
関しては，次のような自由記述にあるように不満が深刻
と言える。
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府立校長は，3.02と肯定感が高い一方で，私立校長は2.67と肯定感が低い。統計的検定の結果10％水準で有
意な差が認められる。府立校長ほど，私立校長においてこの政策の認知度は進んでいない。 
 
２．「公私における切磋琢磨」に対する現状認識 
次に，「公私における切磋琢磨」の現状認識を確かめるために，「『公私における切磋琢磨』という基本方針
を実現するために，大阪府の教育行政施策はどの程度進んでいると思いますか？」と問うた。選択肢は，「４．
進んでいる ３．まあまあ進んでいる ２．あまり進んでいない １．進んでいない ０．わからない」である。
結果を示したものが表2である。 
 
 
府立校長では，「1．公私トータルでの就学機会の確保」が 3.08 で肯定感を示した以外，3.0 を下回った。府
立校長の評価が厳しいことがうかがえる。特に，「11.計画的な施設整備の推進」が1.46，「3．公私が切磋琢磨
するとともに，連携・協力して教育の質を高める取組（人事交流・合同研修等）」が1.91と特に低かった。前者
表2 「公私における切磋琢磨」に対する現状認識
府立学校 私立学校
対象者数 平均値 標準偏差 対象者数 平均値 標準偏差 ｔ値
1.公私トータルでの就学機会の確保 52 3.08 0.57 21 2.91 0.72 0.83
2.進路選択を支援するための情報提供 52 2.92 0.51 21 2.57 0.62 1.92 +
7.学びの「セーフティネット」の整備（通信制課程の充実や学び直しの機会の充実等） 53 2.77 0.83 21 2.50 0.45 1.44
15.公私を問わない自由な学校選択の支援 53 2.55 0.71 21 2.67 1.10 0.49
5.多様な学習と幅広い進路選択を可能にする学習メニューの提供 53 2.52 0.53 21 2.39 0.70 0.67
9.自立を支援する教育カリキュラムの充実（教育相談の充実や中退防止、障がいのある生徒への支援等） 53 2.50 0.49 21 2.42 0.34 0.51
16.優れた取組をする私学教育への支援 53 2.43 0.78 21 2.38 0.68 0.23
10.地域や外部機関とのつながりの充実 53 2.38 0.48 21 2.43 0.62 0.28
14.活力ある高校をめざした府立高校の再編整備 52 2.36 0.68 21 2.52 0.81 0.76
4.社会のリーダー層やグローバル人材に必要な資質・能力の育成 52 2.31 0.51 21 2.18 0.63 0.66
6.「ものづくり」をはじめとする職業人の育成 53 2.31 0.51 21 2.23 0.47 0.44
13.公平でわかりやすい入学者選抜の実施 53 2.29 0.80 21 2.67 0.53 1.72 +
17.社会の変化やニーズを踏まえた私学教育の多様化と切磋琢磨の推進 53 2.19 0.45 21 2.57 0.62 1.94 +
8.キャリア教育の推進とチャレンジ精神の育成 53 2.17 0.38 21 2.52 0.90 1.62
12.生徒の理解を促進するためのICT環境の充実 53 2.04 0.50 21 2.46 0.52 2.41 ＊
3.公私が切磋琢磨するとともに、連携・協力して教育の質を高める取組（人事交流・合同研修等） 53 1.91 0.59 21 2.04 0.68 0.70
11.計画的な施設整備の推進 53 1.46 0.44 21 2.23 0.66 4.26 ＊＊＊
注1：選択肢は「４．進んでいる ３．まあまあ進んでいる ２．あまり進んでいない １．進んでいない ０．わからない」である。
注２：各項目とも、府立校⻑において、平均値の高い順に並べ、２者⽐較において高い平均値を太字で⽰
している。なお、項目の左の番号は、調査票の番号である。以下の表においても同様である。
表１「公私における切磋琢磨」に対する認知度
対象者数 平均値 標準偏差 対象者数 平均値 標準偏差 ｔ値
50 3.02 0.49 20 2.67 0.75 1.89 +
府立校⻑ 私立校⻑
注１：選択肢は、「４．よく知っている ３．まあまあ知っている ２．あまり知ら
ない １．全然知らない」である。
注２：統計的検定結果は、＊＊＊：ｐ<0.001、＊＊：ｐ＜0.01、＊：ｐ＜0.05、＋：
ｐ＜0.10で⽰す。以下の表においても同様である。
表 1　「公私におけ 切磋琢磨」に対する認知度
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府立校長は，3.02と肯定感が高い一方で，私立校長は2.67と肯定感が低い。統計的検定の結果10％水準で有
意な差が認められる。府立校長ほど，私立校長においてこの政策の認知度は進んでいない。 
 
２．「公私における切磋琢磨」に対する現状認識 
次に，「公私における切磋琢磨」の現状認識を確かめるために，「『公私における切磋琢磨』という基本方針
を実現するために，大阪府の教育行政施策はどの程度進んでいると思いますか？」と問うた。選択肢は，「４．
進んでいる ３．まあまあ進んでいる ２．あまり進んでいない １．進んでいない ０．わからない」である。
結果を示したものが表2である。 
 
 
府立校長では，「1．公私トータルでの就学機会の確保」が 3.08 で肯定感を示した以外，3.0 を下回った。府
立校長の評価が厳しいことがうかがえる。特に，「11.計画的な施設整備の推進」が1.46，「3．公私が切磋琢磨
するとともに，連携・協力して教育の質を高める取組（人事交流・合同研修等）」が1.91と特に低かった。前者
表2 「公私における切磋琢磨」に対する現状認識
府立学校 私立学校
対象者数 平均値 標準偏差 対象者数 平均値 標準偏差 ｔ値
1.公私トータルでの就学機会の確保 52 3.08 0.57 21 2.91 0.72 0.83
2.進路選択を支援するための情報提供 52 2.92 0.51 21 2.57 0.62 1.92 +
7.学びの「セーフティネット」の整備（通信制課程の充実や学び直しの機会の充実等） 53 2.77 0.83 21 2.50 0.45 1.44
15.公私を問わない自由な学校選択の支援 53 2.55 0.71 21 2.67 1.10 0.49
5.多様な学習と幅広い進路選択を可能にする学習メニューの提供 53 2.52 0.53 21 2.39 0.70 0.67
9.自立を支援する教育カリキュラムの充実（教育相談の充実や中退防止、障がいのある生徒への支援等） 53 2.50 0.49 21 2.42 0.34 0.51
16.優れた取組をする私学教育への支援 53 2.43 0.78 21 2.38 0.68 0.23
10.地域や外部機関とのつながりの充実 53 2.38 0.48 21 2.43 0.62 0.28
14.活力ある高校をめざした府立高校の再編整備 52 2.36 0.68 21 2.52 0.81 0.76
4.社会のリーダー層やグローバル人材に必要な資質・能力の育成 52 2.31 0.51 21 2.18 0.63 0.66
6.「ものづくり」をはじめとする職業人の育成 53 2.31 0.51 21 2.23 0.47 0.44
13.公平でわかりやすい入学者選抜の実施 53 2.29 0.80 21 .67 0.53 1.72 +
17.社会の変化やニ ズを踏まえた私学教育の多様化と切磋琢磨の推進 53 2.19 0.45 21 .57 0.62 1.94 +
8.キャリア教育の推進とチャレンジ精神 育成 53 2.17 0.38 21 .52 0.90 1.62
12.生徒の理解を促進するためのICT環境の充実 53 2.04 0.50 21 .46 0.52 2.41 ＊
3.公私が切磋琢磨するとともに、連携・協力して教育の質を高める取組（人事交流・合同研修等） 53 1.91 .59 21 .04 0.68 0.70
11.計画的な施設整備の推進 53 1.46 0.44 21 .23 0.66 4.26 ＊＊＊
注1：選択肢は「４．進んでいる ３．まあまあ進んでいる ２．あまり進んでいない １．進んでいない ０．わからない」である。
注２：各項目とも、府立校⻑において、平均値の高い順に並べ、２者⽐較において高い平均値を太字で⽰
している。なお、項目の左の番号は、調査票の番号である。以下の表においても同様である。
表１「公私における切磋琢磨」に対する認知度
対象者数 平均値 標準偏差 対象者数 平均値 標準偏差 ｔ値
50 3.02 0.49 20 2.67 0.75 1.89 +
府立校⻑ 私立校⻑
注１：選択肢は、「４．よく知っている ３．まあまあ知っている ２．あまり知ら
ない １．全然知らない」である。
注２：統計的検定結果は、＊＊＊：ｐ<0.001、＊＊：ｐ＜0.01、＊：ｐ＜0.05、＋：
ｐ＜0.10で⽰す。以下の表においても同様である。
表 2　「公私における切磋琢磨」に対する現状認識
194
大阪府における教育振興基本計画の検証と今後の展望
「私学並みの施設の充実が公立にももたらされ，公立並
みの規制が私学にもたらされない限り，『公私の切磋琢
磨』（ママ）は公立潰しに過ぎません。（府立校長）」
　私立校長は，全項目とも 3.0 を下回った。私立校長は
府立校長以上に厳しい認識を有している。2 者比較の結
果，「11．計画的な施設整備の推進」と「12．生徒の理
解を促進するための ICT 環境の充実」について，府立
校長の方が有意に低い（有意水準 5％）。府立校長にとっ
て，施設設備の劣悪さと公私間の格差に対する不満が大
きいことがうかがえる。また，「2．進路選択を支援する
ための情報提供」「13．公平でわかりやすい入学者選抜
の実施」「17．社会の変化やニーズを踏まえた私学教育
の多様化と切磋琢磨の推進」についても府立校長の方が
有意に低い（有意水準 10％）。一方，他の項目について
有意な差が認められないということは，公私ともに「公
私における切磋琢磨」の施策は進んでいないという認識
を有していることが推察される。
3 ．「公私における切磋琢磨」の影響
　次に，「公私における切磋琢磨」の影響に対する認識
を確かめるために，「『公私における切磋琢磨』という基
本方針は，教育現場に良い影響をもたらしていると思い
ますか？」」と問うた。選択肢は，「４．もたらしてい
る　３．まあもたらしている　２．あまりもたらしてい
ない　１．もたらしていない　０．わからない」である。
結果を示したものが表 3 である。
　府立校長は全項目とも 3.0 を下回り，肯定感が低い。
これは，府立校長の結果と同様，「政策が進んでいない
ため，否定的影響をもたらしている」と解釈される。影
響については，公私ともに否定的であり，「11．計画的
な施設整備の推進（5% 水準）」「12．生徒の理解を促進
するための ICT 環境の充実（5% 水準）」「13. 公平で分
かり易い入学者選抜の実施（10% 水準）」「17．社会の
変化やーズを踏まえた私学教育の多様化と切磋琢磨の
推進（5% 水準）」において有意な差が認められた。
4 ．「公私における切磋琢磨」の政策推進の是非
　「公私における切磋琢磨」の政策推進の是非に対する
認識を確かめるために，「今後，大阪府の教育行政は，
『公私における切磋琢磨』をどの分野で推進すべきであ
ると思いますか？」と問うた。選択肢は，「４．進める
べきである　３．ある程度進めるべきである　２．あま
り進めるべきではない　１．進めるべきではない　０．
わからない」である。結果を示したものが表 4 である。
　府立校長の「公私における切磋琢磨」の政策推進の是
非は，私立高校への支援を求める設問 16，17 以外は 3.0
を上回り肯定感が高い。このことを踏まえると，「施策
が進んでいないので，良い影響が出ていない。」と捉え
ていることが推察される。このことは，次の自由記述に
も表れている。
「『公私の切磋琢磨』（ママ）は必要。公立高校は他の公
立高校だけをライバル視するのではなく，私学も同列の
ライバルであることを意識することは大切。その為には
今以上の公私間の人事交流の促進が必要。人事交流によ
り公私それぞれの長所がお互いに理解でき，さらなる切
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に関しては，次のような自由記述にあるように不満が深刻と言える。 
 
「私学並みの施設の充実が公立にももたらされ，公立並みの規制が私学にもたらされない限り，『公私の切磋
琢磨』（ママ）は公立潰しに過ぎません。（府立校長）」 
 
私立校長は，全項目とも 3.0 を下回った。私立校長は府立校長以上に厳しい認識を有している。2 者比較の結
果，「11．計画的な施設整備の推進」と「12．生徒の理解を促進するためのICT環境の充実」について，府立校
長の方が有意に低い（有意水準 5％）。府立校長にとって，施設設備の劣悪さと公私間の格差に対する不満が大
きいことがうかがえる。また，「2．進路選択を支援するための情報提供」「13．公平でわかりやすい入学者選抜
の実施」「17．社会の変化やニーズを踏まえた私学教育の多様化と切磋琢磨の推進」についても府立校長の方が
有意に低い（有意水準10％）。一方，他の項目について有意な差が認められないということは，公私ともに「公
私における切磋琢磨」の施策は進んでいない いう認識を有していることが推察される。 
 
３．「公私における切磋琢磨」の影響 
 次に，「公私における切磋琢磨」の影響に対する認識を確かめるために，「『公私における切磋琢磨』という
基本方針は，教育現場に良い影響をもたらしていると思いますか？」」と問うた。選択肢は，「４．もたらして
いる ３．まあもたらしている ２．あまりもたらしていない １．もたらしていない ０．わからない」であ
る。結果を示したものが表3である。 
 
 
府立校長は全項目とも3.0を下回り，肯定感が低い。これは，府立校長の結果と同様，「政策が進んでいない
ため，否定的影響をもたらしている」と解釈される。影響については，公私ともに否定的であり，「11．計画的
な施設整備の推進（5%水準）」「12．生徒の理解を促進するためのICT環境の充実（5%水準）」「13. 公平で分
かり易い入学者選抜の実施（10%水準）」「17．社会の変化やーズを踏まえた私学教育の多様化と切磋琢磨の推進
（5%水準）」において有意な差が認められた。 
表３ 「公私における切磋琢磨」の影響
対象者数 平均値 標準偏差 対象者数 平均値 標準偏差 ｔ値
2.進路選択を支援するための情報提供 53 2.70 0.59 20 2.59 0.82 0.55
1.公私トータルでの就学機会の確保 53 2.69 0.70 20 2.95 0.85 1.19
7.学びの「セーフティネット」の整備（通信制課程の充実や学び直しの機会の充実等） 53 2.63 0.75 20 2.36 0.53 1.29
9.自立を支援する教育カリキュラムの充実（教育相談の充実や中退防止、障がいのある生徒への支援等） 53 2.56 0.57 20 2.36 0.53 1.02
5.多様な学習と幅広い進路選択を可能にする学習メニューの提供 53 2.45 0.53 19 2.29 0.61 0.85
15.公私を問わない自由な学校選択の支援 53 2.41 0.93 20 2.55 0.93 0.54
10.地域や外部機関とのつながりの充実 52 2.36 0.63 20 2.43 0.66 0.32
4.社会のリーダー層やグローバル人材に必要な資質・能力の育成 53 2.35 0.62 20 2.15 0.56 0.99
14.活力ある高校をめざした府立高校の再編整備 53 2.33 0.79 19 2.67 0.63 1.49
16.優れた取組をする私学教育への支援 53 2.32 0.65 20 2.39 0.70 0.31
13.公平でわかりやすい入学者選抜の実施 53 2.22 0.83 20 2.55 0.45 1.69 ＋
8.キャリア教育の推進とチャレンジ精神の育成 53 2.20 0.56 19 2.55 0.93 1.52
17.社会の変化やニーズを踏まえた私学教育の多様化と切磋琢磨の推進 53 2.17 0.49 20 2.65 0.78 2.35 ＊
6.「ものづくり」をはじめとする職業人の育成 53 2.15 0.68 20 2.05 0.65 0.46
12.生徒の理解を促進するためのICT環境の充実 53 2.00 0.69 20 2.50 0.64 2.39 ＊
3.公私が切磋琢磨するとともに、連携・協力して教育の質を高める取組（人事交流・合同研修等） 53 1.83 0.67 20 2.00 0.40 0.85
11.計画的な施設整備の推進 53 1.70 0.71 20 2.24 0.59 2.54 ＊
注1：選択肢は「４．もたらしている ３．まあまあもたらしている ２．あまりもたらしていない １．もたらしていない ０．わからない」である。
府立学校 私立学校
表 3　「公私における切磋琢磨」の影響
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磋琢磨が可能になる。（府立校長）」
　一方，「16．優れた取組をする私学教育への支援」に
ついては，肯定感が低い。私学教育の推進に教育庁が積
極的に関わることに対して，府立校長は違和感と否定感
を有している。
　私立校長は最低値が 3.25 の値であり，全項目につい
て「政策を推進すべきである」という肯定感を持ってい
る。これは，次の自由記述にも表れている。
「公私の切磋琢磨（ママ）という方針は当たり前である。
（中略）授業料の制限をしている教育行政はバランスが
悪い。もっと発想をかえて，多様な人の育成に公立は重
点を置くべきである。（中略）私学のマネをして均一化，
平準化などの自己満足に陥っている。市税を使っている
ことを再認識すべきである。（私立校長）」
　政策推進の是非については，公私共に肯定感が強いも
のの，「1．公私トータルでの就学機会の確保（5% 水準）」
「15．公私を問わない自由な学校選択の支援（5% 水準）」
「16．優れた取組をする私学教育への支援（5% 水準）」
「17．社会の変化やニーズを踏まえた私学教育の多様化
と切磋琢磨の推進（5% 水準）」において有意な差が認
められた（表４）。いずれも府立校長の肯定感が低い結
果になっている。設問 16，17 は，「これ以上，私学に税
金を投入する必要はない」という意識の表れと推察でき
るが，設問 1 の肯定感が低いことは，次の自由記述に見
られるように，「公私における切磋琢磨」に対する違和
感の表れと推察される。
「私学は建学の精神に基づき教育を行っており，学校に
よっては宗教を母体としています。これらを一つの土俵
にのせて競わせるには無理があると思います。学校間の
協力はしていけばいいでしょうが，公と私は別と考え
る方がお互い長所を伸ばせるように思います。（府立校
長）」
5 ．私学課を組み込んだ教育庁の発足による「公
私における切磋琢磨」の推進
　最後に，私学課を組み込んだ教育庁の発足の「公私に
おける切磋琢磨」の推進に対する考えを確かめるため
に，「大阪府は，大阪府教育庁として，知事の権限下に
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４．「公私における切磋琢磨」の政策推進の是非 
「公私における切磋琢磨」の政策推進の是非に対する認識を確かめるために，「今後，大阪府の教育行政は，
『公私における切磋琢磨』をどの分野で推進すべきであると思いますか？」と問うた。選択肢は，「４．進める
べきである ３．ある程度進めるべきである ２．あまり進めるべきではない １．進めるべきではない ０．
わからない」である。結果を示したものが表4である。 
 
府立校長の「公私における切磋琢磨」の政策推進の是非は，私立高校への支援を求める設問16，17以外は3.0
を上回り肯定感が高い。このことを踏まえると，「施策が進んでいないので，良い影響が出ていない。」と捉え
ていることが推察される。このことは，次の自由記述にも表れている。 
 
「『公私の切磋琢磨』（ママ）は必要。公立高校は他の公立高校だけをライバル視するのではなく，私学も
同列のライバルであることを意識することは大切。その為には今以上の公私間の人事交流の促進が必要。人事交
流により公私それぞれの長所がお互いに理解でき，さらなる切磋琢磨が可能になる。（府立校長）」 
 
一方，「16．優れた取組をする私学教育への支援」については，肯定感が低い。私学教育の推進に教育庁が積
極的に関わることに対して，府立校長は違和感と否定感を有している。 
私立校長は最低値が 3.25 の値であり，全項目について「政策を推進すべきである」という肯定感を持ってい
る。これは，次の自由記述にも表れている。 
 
「公私の切磋琢磨（ママ）という方針は当たり前である。（中略）授業料の制限をしている教育行政はバラン
スが悪い。もっと発想をかえて，多様な人の育成に公立は重点を置くべきである。（中略）私学のマネをして均
一化，平準化などの自己満足に陥っている。市税を使っていることを再認識すべきである。（私立校長）」 
 
表４ 「公私における切磋琢磨」の政策推進の是非
府立学校 私立学校
対象者数 平均値 標準偏差 対象者数 平均値 標準偏差 ｔ値
13.公平でわかりやすい入学者選抜の実施 53 3.57 0.45 20 3.67 0.23 0.72
12.生徒の理解を促進するためのICT環境の充実 53 3.53 0.56 20 3.75 0.20 1.62
11.計画的な施設整備の推進 53 3.52 0.61 20 3.58 0.25 0.43
2.進路選択を支援するための情報提供 53 3.48 0.52 20 3.71 0.22 1.66
9.自立を支援する教育カリキュラムの充実（教育相談の充実や中退防止、障がいのある生徒への支援等） 53 3.46 0.41 20 3.57 0.26 0.69
7.学びの「セーフティネット」の整備（通信制課程の充実や学び直しの機会の充実等） 53 3.42 0.56 20 3.41 0.35 0.08
8.キャリア教育の推進とチャレンジ精神の育成 53 3.38 0.40 20 3.61 0.34 1.45
10.地域や外部機関とのつながりの充実 53 3.33 0.50 20 3.52 0.26 1.35
14.活力ある高校をめざした府立高校の再編整備 53 3.33 0.56 20 3.40 0.25 0.47
6.「ものづくり」をはじめとする職業人の育成 52 3.31 0.58 20 3.25 0.63 0.33
5.多様な学習と幅広い進路選択を可能にする学習メニューの提供 52 3.27 0.51 20 3.39 0.43 0.70
4.社会のリーダー層やグローバル人材に必要な資質・能力の育成 53 3.26 0.58 20 3.48 0.35 1.32
3.公私が切磋琢磨するとともに、連携・協力して教育の質を高める取組（人事交流・合同研修等） 52 3.21 0.74 20 3.45 0.64 1.15
15.公私を問わない自由な学校選択の支援 53 3.19 0.58 19 3.58 0.69 2.05 ＊
1.公私トータルでの就学機会の確保 53 3.17 0.67 20 3.63 0.42 2.42 ＊
17.社会の変化やニーズを踏まえた私学教育の多様化と切磋琢磨の推進 53 3.00 0.69 20 3.61 0.34 3.60 ＊＊＊
16.優れた取組をする私学教育への支援 53 2.78 0.76 19 3.64 0.43 4.59 ＊＊＊
注1：選択肢は「４．進めるべきである ３．まあまあ進めるべきである ２．あまり進めるべきでない １．進めるべきではない ０．わからない」である。
表 4　「公私における切磋琢磨」の政策推進の是非
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 政策推進の是非については，公私共に肯定感が強いものの，「1．公私トータルでの就学機会の確保（5%水準）」
「15．公私を問わない自由な学校選択の支援（5%水準）」「16．優れた取組をする私学教育への支援（5%水準）」
「17．社会の変化やニーズを踏まえた私学教育の多様化と切磋琢磨の推進（5%水準）」において有意な差が認め
られた（表４）。いずれも府立校長の肯定感が低い結果になっている。設問16，17は，「これ以上，私学に税金
を投入する必要はない」という意識の表れと推察できるが，設問1の肯定感が低いことは，次の自由記述に見ら
れるように，「公私における切磋琢磨」に対する違和感の表れと推察される。 
 
「私学は建学の精神に基づき教育を行っており，学校によっては宗教を母体としています。これらを一つの土
俵にのせて競わせるには無理があると思います。学校間の協力はしていけばいいでしょうが，公と私は別と考え
る方がお互い長所を伸ばせ ように思います。（府立校長）」 
 
 
５．私学課を組み込んだ教育庁の発足による「公私における切磋琢磨」の推進 
最後に，私学課を組み込んだ教育庁の発足の「公私における 」の推進に対する考えを確かめるために，
「大阪府は，大阪府教育庁として，知事の権限下にある私学行政を教育長に委任するという形をとり，私学課を
教育長の組織下に位置づけています。このことにより，『公私の切磋琢磨』という基本方針は，より推進されて
いると思われますか？」と問うた。選択肢は，「４．そう思う ３．まあまあそう思う ２．あまりそう思わな
い １．そう思わない ０．わからない」である。結果を示したものが表5である。 
 
公立校長の肯定感は2.28であった。府立校長の評価が非常に厳しい要因としては，「『公私』における切磋琢
磨に関する教育行政の推進」で示したように，人事交流でさえ公と私の交流は進んでおらず，教育庁の発足によ
る政策の推進がほとんど見られないことが考えられる。また，私立校長の肯定感は2.18であった。府立校長以上
に厳しい。自由記述には，以下の厳しい意見が  
 
「私学の場合，各校に建学精神とそれに基づく教育方針や特色があり，トータル的に『公私の切磋琢磨』（マ
マ）として把握されていることに違和感がある。私学課を教育長の下に置くことには反対である。（私立校長）」 
 
私学課を組み込んだ教育庁の発足については，公私ともに肯定感が低く，有意な差は認められなかった。 
 
Ⅳ 総合的考察 
 
１．主たる分析結果 
 以上の分析におけ 主要な結果は，以下の通りである。 
①府私の校長とも「公私における切磋琢磨」については，現状は，施策が推進されていない，そして，それゆえ
に現場に良い影響をもたらしていない。 
②私立校長がほぼ全面的に施策の推進を是としているのに比して，府立高校の施設設備の劣悪さゆえ，府立校長
はその改善を最優先に考え，これ以上の私立高校への税金投入を望んでいない。 
③教育庁の発足についても府私共に肯定感が低く，私立校長には「そもそも反対」という意見，府立校長には「発
表５私学課を組み込んだ教育庁 発足による「公私における切磋琢磨」の推進
対象者数 平均値 標準偏差 対象者数 平均値 標準偏差 ｔ値
52 2.28 0.73 19 2.18 0.73 0.43
府立校⻑ 私立校⻑
注１：選択肢は、「４．そう思う ３．まあまあそう思う ２．あまりそう思わない
１．そう思わない」である。
表 5　私学課を組み込んだ教育庁の発足による「公私における切磋琢磨」の推進
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ある私学行政を教育長に委任するという形をとり，私学
課を教育長の組織下に位置づけています。このことによ
り，『公私の切磋琢磨』という基本方針は，より推進さ
れていると思われますか？」と問うた。選択肢は，「４．
そう思う　３．まあまあそう思う　２．あまりそう思
わない　１．そう思わない　０．わからない」である。
結果を示したものが表 5 である。
　公立校長の肯定感は 2.28 であった。府立校長の評価
が非常に厳しい要因としては，「『公私』における切磋琢
磨に関する教育行政の推進」で示したように，人事交流
でさえ公と私の交流は進んでおらず，教育庁の発足によ
る政策の推進がほとんど見られないことが考えられる。
また，私立校長の肯定感は 2.18 であった。府立校長以
上に厳しい。自由記述には，以下の厳しい意見がある。
「私学の場合，各校に建学精神とそれに基づく教育方針
や特色があり，トータル的に『公私の切磋琢磨』（ママ）
として把握されていることに違和感がある。私学課を教
育長の下に置くことには反対である。（私立校長）」
　私学課を組み込んだ教育庁の発足については，公私と
もに肯定感が低く，有意な差は認められなかった。
Ⅳ　総合的考察
1．主たる分析結果
　以上の分析における主要な結果は，以下の通りであ
る。
①府私の校長とも「公私における切磋琢磨」については，
現状は，施策が推進されていない，そして，それゆえ
に現場に良い影響をもたらしていない。
②私立校長がほぼ全面的に施策の推進を是としている
のに比して，府立高校の施設設備の劣悪さゆえ，府立
校長はその改善を最優先に考え，これ以上の私立高校
への税金投入を望んでいない。
③教育庁の発足についても府私共に肯定感が低く，私立
校長には「そもそも反対」という意見，府立校長には
「発足しても何も変わっていない」という意見が多く
見られる。
2 ．「公私における切磋琢磨」の現局面
　これまでの検討を踏まえ，「公私における切磋琢磨」
という政策について整理する。
　「公私における切磋琢磨」は，教育行政に市場原理，
競争主義を導入し，教育を活性化させようという立場か
らすれば，一丁目一番地と言ってもよい重要な政策の柱
である。しかし，この政策を大阪府教育振興基本計画に
導入する段階から，競争主義的色彩を薄める議論が始ま
り，「セーフティネットの整備」に論点が変わっていっ
た。実際に政策を推進する段階になっても，この 4 年間
あまり「公私における切磋琢磨」はほとんど具体化さ
れていない。このような現状を反映して，「公私におけ
る切磋琢磨」「教育庁の発足」について，公私の校長共
に「施策は進んでおらず，良い影響ももたらしていない」
と思いつつも，施策を推進すべきと考えている。
　一方，中学校を卒業した生徒の受け入れを府立・私立
の間で，1982（昭和 57）年度から概ね府立：私立＝７：
３の比率で行ってきた。さらに，1998（平成 10）年度
からは，明確に府立：私立＝７：３の比率で受け入れ
を行ってきた。ところが，橋下知事誕生以降，この比
率が 2011 年（平成 23）年に撤廃された。それ以降，府
立高校の割合は，低下の一途をたどっている。2018（平
成 30）年度には，府立：私立＝ 66.5：34.5 にまで私立
高校への進学者が増えた。この要因は，ひとえに私立
高校に進学をする生徒への授業料支援制度に起因する。
この私立高校への比重が増える裏で，少なくない府立高
校が定員割れを起こしている。2018（平成 30）年度には，
全日制普通科で 12 校，専門学科を有する高校で 16 校，
総合学科で 8 校，単位制高校も含めると 38 校の定員割
れが発生した。3 年連続定員割れが発生した学校は，再
編対象になるという大阪府では，定員割れは学校の存続
にかかわる重大事象である。
　以上の現状を踏まえれば，「公私における切磋琢磨」
という政策は，府立高校にとって厳しい政策と言わざる
を得ない。真の意味で府立高校と私立高校が同じ土俵に
立って，大阪の教育振興基本計画が謳う「公私における
切磋琢磨」をどのように推進するかを具体的に提示する
ことが，大阪府教育庁の責務である。
3 ．政策提言
　最後に，「公私における切磋琢磨」の推進方策として，
いくつかの政策提言を行う。
　第一は，府民目線からの政策提言である。「公私にお
ける切磋琢磨」を進めるために，統一した項目や尺度で，
府立高校，私立高校の情報提供を行う必要がある。例え
ば，次のような統一した尺度は，公私，公公，私私の比
較に役立つものと考えられる。
　①同年度の入学生：卒業率・留年率・中退率・転学率
　②卒業後の進路：進学率・就職率・未定率
　③ 人的教育環境：専任教員数・常勤講師数・非常勤講
師数・生徒数／専任教員比
　④学費：入学金・授業料・初年度諸経費
　第二は，入試制度の改革である。現在の大阪の高校入
試に対して，私立高校からは「大阪では私学は公立の併
願校と位置づけられているので，公立の施策によって影
響は非常に大きいものがある。（私立校長）」（自由記述
より）という不満があり，府立高校からは，私立高校入
学試験が府立高校に先行して実施されることに対して
「生徒の囲い込み」であるという批判がある。生徒の獲
得競争において，最も重視されるのは入学試験であり，
公私が同じ土俵で生徒獲得競争ができる制度に改革す
べきである。例えば，次の点は，すぐにでも改善すべき
であろう。すなわち，定員割れが発生した府立高校への
応募である。現状では，定員割れの学校への二次募集で
きる資格のある受験生は，府立高校にも私立高校にも
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合格していない生徒のみである。対象になる受験生は，
かなり限られた数である。しかし，府民目線に立てば，
私立高校に合格していても，第一希望の高校を受験し，
残念ながら不合格になってしまった場合，定員割れが
発生した府立高校への受験に門戸を開くべきであろう。
同じ土俵に立って公私の間で生徒の獲得競争を行うの
が，公平な「公私における切磋琢磨」である。さらに，
多額の税金が私立高校に使われていることを鑑みれば，
私立高校の入学試験においても府立並みの透明性を担
保する必要がある。
　第三は，府立高校の施設改善である。大阪府では校舎
は 70 年以上持たせる方針で，施設設備は一部の高校を
除き相当傷んでいる。公私間の競争を円滑に行う上で
も，地域の避難設備である校舎の活用の観点からも府立
高校の施設改善が求められる。
　第四は，府立校長の経営努力である。グローバルリー
ダーズハイスクール（注 2）や特色ある学科を持つ高校以
外は，地域に如何に根ざすか，地域の信頼を如何に獲得
するかが重要であり，私立高校との「差別化」を図る必
要がある。すなわち，府立校長には，特色化のための経
営努力が求められる。例えば，筆者が校長を務める大
阪府立布施高校は，大阪市の東部に隣接する東大阪市に
位置している。東大阪市は，「中小企業の街」「ラグビー
の街」「司馬遼太郎記念館のある街」として全国に知ら
れている市である。通学する生徒の半分は東大阪市出身
の生徒であり，隣の八尾市と合わせると約 8 割の生徒が
中河内地区出身である。このような布施高校のミッショ
ンとしては，「地域貢献の人材育成」が求められる。
　2017（平成 29）年 9 月に開催された校長会の冒頭，
教育長は，「平成 30 年度からの後期 5 年間の計画策定を
年度末までに行う」と挨拶した。計画策定にあたって，
10 のテーマに分かれた各施策の進捗状況を検証する必
要がある。「公私における切磋琢磨」という政策が教育
振興基本計画に導入された経緯に鑑みると，大阪維新
の会の政権奪取による導入という感が否めない。秋吉
（2017）が「公共政策とは，『公共的問題（政策課題）を
解決するための，解決の方向性と手段』である（p.35）。」
と指摘するように，「公私における切磋琢磨」という公
共政策について，大阪の教育の何が「望ましくない状態」
として分析され，提起された教育政策なのか，今後 5 年
間の教育振興基本計画の策定にあたり，原点に戻った検
証が求められる。
【注】
注 1　共著者による役割分担は，第１著者（上野）が構想・
調査実施・分析・考察，第２著者（諏訪）が調査実施・
分析及び執筆支援である。
注 2　これからの社会のリーダーとして活躍する人材を
育成することを理念として，北野・豊中・茨木・大手前・
四條畷・高津・天王寺・生野・三国丘・岸和田の 10
校が指定された。「普通科」，「専門学科」併置のメリッ
トを最大限生かして，生徒どうしが互いに切磋琢磨で
きる学習環境の創出を図り，10 校がこれまでの伝統
や実績を生かしそれぞれの特色に応じた教育活動を
実現して，一層個性豊かに輝くことを目標としてい
る。
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＜付記＞
　本研究の実施にあたり，ご多忙の中調査にご協力くだ
さった皆様にお礼申し上げます。
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